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令和５年度秦野市伊勢原市環境衛生組合会計 

決 算 審 査 意 見 書 

 

１ 審査の対象 

 (1) 決算書（地方自治法第 233 条第２項関係） 

   秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算書 

 (2) 決算附属資料（地方自治法施行令第 166 条第２項関係） 

  ア 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算事項別明細書 

  イ 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計実質収支に関する調書 

  ウ 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計財産に関する調書 

 

２ 審査の期間 

   令和６年７月 31 日から同年９月２日まで 

 

３ 審査の方法 

組合長から提出された秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算書、

歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書に

ついて、次の３点に主眼をおき、内容の検証を行いました。 

(1) 法令の定めるところに従って調製され、かつ、計数も正確に表示されて

いるか。 

(2) 予算は計画的かつ効果的な執行が図られ、所期の目的達成に努力が払わ 

れているか。 

(3) 財産は適正に管理されているか、また、基金は確実かつ効率的に運用さ 

れているか。 

さらに、各課等の長から概要説明を受け、必要に応じて資料を提出して

いただいたほか、例月出納検査、定期監査等の結果を参考として慎重に審

査を行いました。 

 

４ 審査の結果 

  審査の対象として提出された秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決

算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する

調書は、いずれも法令の定めるところに従って調製され、計数は正確に表示

されており、予算の執行も、全般的に所期の目的に従い効率的かつ適正に運

用されているものと認めます。 
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  また、財産管理は適正に行われ、基金もその目的に従い適正に運用されて

いるものと認めます。 

  なお、予算執行状況や検討などを必要とする事項についての概要と所見は、

以下に述べるとおりです。 

 

５ 決算 

 (1) 概要 

 令和５年度の秦野市伊勢原市環境衛生組合会計の歳入歳出決算額の総計

は、次のとおりです。 

予 算 現 額     ３，０５９，１９２，８００円 

    歳 入 決 算 額     ３，０７９，４０１，５５６円 

    歳 出 決 算 額     ２，９４０，３２７，８９３円 

    歳入歳出差引残額       １３９，０７３，６６３円 

 

 歳入歳出差引残額には、翌年度に繰り越すべき財源として、「清掃総務

費車両維持管理費」の伊勢原清掃工場フォークリフトの購入費として繰越

明許費の 396 万円及び「伊勢原清掃工場経費粗大ごみ処理施設整備事業費」

の継続費の逓次繰越額 424 万 3,000 円が含まれており、これらを差し引い

た実質収支額は１億 3,087 万 663 円となっています。 

 

また、決算額を前年度と比較すると、歳入では 2,659 万 6,873 円（0.9

パーセント）、歳出では 7,210 万 5,993 円（2.4 パーセント）それぞれ減

となっています。 
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令和５年度決算の概要は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 Ａ 3,059,192,800 3,094,704,000 △35,511,200  △1.1 

歳 入 決 算 額 Ｂ 3,079,401,556 3,105,998,429 △26,596,873  △0.9 

歳 出 決 算 額 Ｃ 2,940,327,893  3,012,433,886 △72,105,993  △2.4 

 
歳入歳出差引額 
（ Ｂ ― Ｃ ） 

 
Ｄ 139,073,663  93,564,543 45,509,120  48.6 

翌年度繰越財源額 Ｅ 8,203,000  8,814,800 △611,800  △6.9 

 
実 質 収 支 額 
（ Ｄ ― Ｅ ） 

 
Ｆ 130,870,663  84,749,743 46,120,920 54.4 

前年度実質収支額 Ｇ 84,749,743  78,828,406   

 
単 年 度 収 支 額 
（ Ｆ ― Ｇ ） 

 
Ｈ 46,120,920  5,921,337   

収  入  率  Ｂ/Ａ 100.7 100.4   

執  行  率  Ｃ/Ａ 96.1 97.3   

 

 (2) 歳入決算状況 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,059,192,800 3,094,704,000 △35,511,200  △1.1 

調 定 額 3,079,401,556 3,105,998,429 △26,596,873 △0.9 

収 入 済 額 3,079,401,556  3,105,998,429 △26,596,873 △0.9 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 20,208,756  11,294,429   
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当年度の歳入は、予算現額 30 億 5,919 万 2,800 円に対し、調定額及び収入

済額は 30 億 7,940 万 1,556 円となっています。 

 これを前年度と比較すると、予算現額が 3,551 万 1,200 円（1.1 パーセン

ト）、調定額及び収入済額は 2,659 万 6,873 円（0.9 パーセント）といずれも

減となっています。 

   

 款別歳入決算の内訳は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 構成比 
収入割合 

対予算現額 対調定額 

分担金及び 
負 担 金 1,837,971,000  1,797,536,000  1,797,536,000  58.4 97.8 100.0 

使用料及び 
手 数 料 352,175,000  347,581,440  347,581,440  11.3 98.7 100.0 

県 支 出 金 33,519,000  33,707,000  33,707,000  1.1 100.6 100.0 

財 産 収 入 15,000 4,803 4,803 0.0 32.0 100.0 

繰 入 金 327,000,000  327,000,000  327,000,000  10.6 100.0 100.0 

繰 越 金 53,128,800  93,564,543  93,564,543  3.0 176.1 100.0 

諸 収 入 455,384,000  480,007,770  480,007,770  15.6 105.4 100.0 

合 計 3,059,192,800  3,079,401,556  3,079,401,556  100.0 100.7 100.0 
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 款別収入済額の構成をグラフにすると、次のとおりです。 

 

 

第１款 分担金及び負担金 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 1,837,971,000  1,980,378,000 △142,407,000 △7.2 

調 定 額 1,797,536,000  1,980,378,000 △182,842,000 △9.2 

収 入 済 額 1,797,536,000 1,980,378,000 △182,842,000 △9.2 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △40,435,000 0   

分担金及び負担金の決算額が、歳入総額に占める割合は 58.4 パーセントで、

前年度（63.8 パーセント）を 5.4 ポイント下回っています。 
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 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 4,043 万 5,000 円の減となってい

ます。 

収入済額を前年度と比較すると、１億 8,284 万 2,000 円（9.2 パーセント）

の減となっています。 

 

 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  秦野市分担金           １，０９４，３０５，０００円 

  伊勢原市分担金            ７０３，２３１，０００円 

  

秦野市及び伊勢原市（以下「両市」という。）の市民１人当たりの分担金負

担相当額は約 6,943 円となります(令和６年３月３１日現在の住民基本台帳人

口 25 万 8,881 人より算出）。 

 両市の分担金及び分担率の状況は、決算審査資料の第１表「令和５年度にお

ける両市の分担金」のとおりです。 

 

 

第２款 使用料及び手数料 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 352,175,000 372,753,000 △20,578,000 △5.5 

調 定 額 347,581,440 362,411,980 △14,830,540 △4.1 

収 入 済 額  347,581,440  362,411,980 △14,830,540 △4.1 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △4,593,560 △10,341,020   

 使用料及び手数料の決算額が、歳入総額に占める割合は 11.3 パーセントで、

前年度（11.7 パーセント）を 0.4 ポイント下回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 459 万 3,560 円の減となっていま

す。 

 収入済額を前年度と比較すると、1,483 万 540 円（4.1 パーセント）の減と

なっています。この主な要因は、両市住民の斎場使用件数が増加した一方で、
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使用料を高く設定している他自治体住民の斎場使用件数が減少したことに伴い、

斎場使用料が減となったこと及び事業系ごみの減少に伴い、ごみ処理手数料が

減となったことによるものです。 

 

 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  ごみ処理手数料            ２８１，０６１，４４０円 

  斎場使用料               ６６，５２０，０００円 

 

 

第３款 県支出金 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 33,519,000 8,635,000 24,884,000  288.2 

調 定 額 33,707,000 6,029,000 27,678,000 459.1 

収 入 済 額 33,707,000 6,029,000 27,678,000 459.1 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 188,000 △ 2,606,000   

 県支出金の決算額が、歳入総額に占める割合は 1.1 パーセントで、前年度

（0.2 パーセント）を 0.9 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 18 万 8,000 円の増となっていま

す。 

 収入済額を前年度と比較すると、2,767 万 8,000 円（459.1 パーセント）の

増となっており、全額、神奈川県市町村自治基盤強化総合補助金として収入し

ています。 
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第４款 財産収入 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 15,000 15,000 0 ― 

調 定 額 4,803 5,606 △803 △14.3 

収 入 済 額 4,803 5,606 △803 △14.3 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △10,197 △9,394   

 財産収入の決算額が、歳入総額に占める割合は 0.0 パーセントとなっていま

す。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 10,197 円の減となっています。 

 収入済額を前年度と比較すると、803 円（14.3 パーセント）の減となってい

ます。この主な要因は、定期預金等の市場金利が低かったことによるものです。 

 

 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  減債基金利子収入                 ３，９３６円 

  施設整備基金利子収入                 ６６３円 

  職員退職給与準備基金利子収入             ２０４円 
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第５款 繰入金 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 327,000,000 310,528,000 16,472,000 5.3 

調 定 額 327,000,000 310,526,737 16,473,263 5.3 

収 入 済 額 327,000,000 310,526,737 16,473,263 5.3 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 0 △1,263   

 繰入金の決算額が、歳入総額に占める割合は 10.6 パーセントで、前年度

（10.0 パーセント）を 0.6 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額と同額となっています。 

 収入済額を前年度と比較すると、1,647 万 3,263 円（5.3 パーセント）の増

となっています。この主な要因は、職員退職給与準備基金繰入金が皆減となっ

た一方で、組合債償還の財源に充てるために取崩した減債基金繰入金が前年度

を上回ったこと及び秦野斎場の火葬炉及び建物修繕経費に対する施設整備基金

繰入金が皆増となったことによるものです。 

 

 収入済額の内訳は次のとおりです。 

  減債基金繰入金            ３１７，０００，０００円 

施設整備基金繰入金           １０，０００，０００円 
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第６款 繰越金 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 53,128,000 77,212,000 △24,084,000 △31.2 

調 定 額 93,564,543 84,653,406 8,911,137  10.5 

収 入 済 額 93,564,543 84,653,406 8,911,137 10.5 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 40,436,543 7,441,406   

 繰越金の決算額が、歳入総額に占める割合は 3.0 パーセントで、前年度

（2.7 パーセント）を 0.3 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 4,043 万 6,543 円の増となってい

ます。 

 収入済額を前年度と比較すると、891 万 1,137 円（10.5 パーセント）の増と

なっています。
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第７款 諸収入 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 455,384,000 345,183,000 110,201,000 31.9 

調 定 額 480,007,770 361,993,700 118,014,070 32.6 

収 入 済 額 480,007,770 361,993,700 118,014,070 32.6 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 24,623,770 16,810,700   

 諸収入の決算額が、歳入総額に占める割合は 15.6 パーセントで、前年度

（11.6 パーセント）を 4.0 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 2,462 万 3,770 円の増となってい

ます。 

 収入済額を前年度と比較すると、１億 1,801 万 4,070 円（32.6パーセント）

の増となっています。この主な要因は、一般競争入札により選定した事業者と

の売電契約単価が上がり、クリーンセンター売電収入が増加したことなどによ

るものです。 

 

 収入済額の主な内訳は、次のとおりです。 

クリーンセンター売電収入        ４０８，２３６，２７１円 

資源化物売却収入            ５２，２３１，４８７円 

火葬残骨灰売渡料            １７，６７２，４３５円 

職員駐車場利用者負担金                        ４９６，２４５円 
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 (3) 歳出決算状況 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,059,192,800 3,094,704,000 △35,511,200 △1.1 

支 出 済 額 2,940,327,893 3,012,433,886 △72,105,993 △2.4 

翌 年 度 繰 越 額 8,203,000 8,814,800 △611,800 △6.9 

不 用 額 110,661,907 73,455,314 37,206,593 50.7 

執 行 率 96.1 97.3   

当年度の歳出は、予算現額 30 億 5,919 万 2,800 円に対し、支出済額 29 億

4,032 万 7,893 円、翌年度繰越額 820 万 3,000 円、不用額１億 1,066 万 1,907

円となっています。 

 これを前年度と比較すると、予算現額は 3,551 万 1,200 円（1.1 パーセント）

の減、支出済額は 7,210 万 5,993 円（2.4 パーセント）の減、翌年度繰越額は

61 万 1,800 円（6.9 パーセント）の減、不用額は 3,720 万 6,593 円（50.7 パー

セント）の増となっています。執行率は 96.1 パーセントで、前年度（97.3 パ

ーセント）と比較すると 1.2 ポイント下回っています。 

 

 款別歳出決算の内訳は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区  分 予 算 現 額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 構成比 執行率 

議 会 費 3,351,000 2,880,959 0 470,041 0.1 86.0 

総 務 費 546,726,000 543,797,589 0 2,928,411 18.5 99.5 

衛 生 費 1,814,269,800 1,701,804,710 8,203,000 104,262,090 57.9 93.8 

公 債 費 691,846,000 691,844,635 0 1,365 23.5 100.0 

予 備 費 3,000,000 0 0 3,000,000 0.0 0.0 

合 計 3,059,192,800 2,940,327,893 8,203,000 110,661,907 100.0 96.1 
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款別支出済額の構成をグラフにすると、次のとおりです。 

 

  

また、支出済額を性質別に区分すると次のとおりです。 

  物件費       １，３３５，２２９，０２９円 （４５．４％） 

  公債費         ６９１，８４４，６３５円 （２３．５％） 

積立金         ４３４，６４２，４４６円 （１４．８％） 

人件費         ２２０，２４７，４２１円 （ ７．５％） 

  維持補修費       １４６，４５４，５２８円 （ ５．０％） 

  普通建設事業費      ６９，９８３，７９０円 （ ２．４％） 

補助費等         ４１，９２６，０４４円 （ １．４％） 
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第１款 議会費 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,351,000 3,251,000 100,000 3.1 

支 出 済 額 2,880,959 3,058,154 △177,195 △5.8 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 470,041 192,846 277,195 143.7 

執 行 率 86.0 94.1 △8.1  

 議会費の決算額が、歳出総額に占める割合は 0.1 パーセントで、前年度と同

率になっています。 

 予算現額 335 万 1,000 円に対し、支出済額 288 万 959 円、不用額 47 万 41 円

で、執行率 86.0 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、17 万 7,195 円（5.8 パーセント）の減とな

っています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  議員報酬                 １，９５４，７２３円 

  議会調査研究費                ５２６，９０６円 

  議会運営費                  ３６８，１３０円 

  議長交際費                   ３１，２００円 

 

 不用額の主なものは、節別では、旅費 20 万 74 円、交際費９万 7,800 円とな

っており、事業別では議会調査研究費 21 万 2,094 円となっています。 
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第２款 総務費 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 546,726,000 400,398,000 146,328,000 36.5 

支 出 済 額 543,797,589 398,242,627 145,554,962 36.5 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 2,928,411 2,155,373 773,038 35.9 

執 行 率 99.5 99.5 0.0  

 総務費の決算額が、歳出総額に占める割合は 18.5 パーセントで、前年度

（13.2 パーセント）を 5.3 ポイント上回っています。 

 予算現額５億 4,672 万 6,000 円に対し、支出済額５億 4,379 万 7,589 円、不

用額 292 万 8,411 円で、執行率 99.5 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、１億 4,555 万 4,962 円（36.5パーセント）

の増となっています。 

 

 総務費の項別決算状況は、次のとおりです。 

 

第１項 総務管理費 

（第１目 一般管理費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 546,423,000 400,101,000 146,322,000 36.6 

支 出 済 額 543,561,225 397,948,915 145,612,310 36.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 2,861,775 2,152,085 709,690 33.0 

執 行 率 99.5 99.5 0.0  

 予算現額５億 4,642 万 3,000 円に対し、支出済額５億 4,356 万 1,225 円、不

用額 286 万 1,775 円で、執行率 99.5 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、１億 4,561 万 2,310 円（36.6パーセント）
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の増となっています。この主な要因は、クリーンセンター売電収入のうち、非

バイオマス分の単価が上がったことで収入が増え、同収入を積立ての原資とす

る減債基金積立金が増額したことなどによるものです。 

 

 支出済額の主な内訳は、次のとおりです。 

  減債基金積立金            ４００，４７８，４２２円 

事務局長及び総務課職員給与費（７人）  ６４，１４２，８１４円 

一般管理事務費             ４３，７７５，１９０円 

  施設整備基金積立金           １７，７１０，８２０円 

   

不用額の主なものは、節別では需用費のうち消耗品費 121 万 8,363 円、使用

料及び賃借料 38 万 4,620 円などとなっており、事業別では一般管理事務費 208

万 8,573 円となっています。 

 

第２項 監査委員費 

（第１目 監査委員費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 303,000 297,000 6,000 2.0 

支 出 済 額 236,364 293,712 △57,348 △19.5 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 66,636 3,288 63,348 1,926.6 

執 行 率 78.0 98.9 △20.9  

 予算現額 30 万 3,000 円に対し、支出済額 23 万 6,364 円、不用額６万 6,636

円で、執行率 78.0 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、５万 7,348円（19.5パーセント）の減とな

っています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  委員報酬                   ２２６，２００円 

  監査事務費                   １０，１６４円 
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第３款 衛生費 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 1,814,269,800 1,996,197,000 △181,927,200 △9.1 

支 出 済 額 1,701,804,710 1,919,275,382 △217,470,672 △11.3 

翌 年 度 繰 越 額 8,203,000 8,814,800 △611,800 △6.9 

不 用 額 104,262,090 68,106,818 36,155,272 53.1 

執 行 率 93.8 96.1 △2.3  

 衛生費の決算額が、歳出総額に占める割合は 57.9 パーセントで、前年度

（63.7 パーセント）を 5.8 ポイント下回っています。 

予算現額 18 億 1,426 万 9,800 円に対し、支出済額 17 億 180 万 4,710 円、翌

年度繰越額 820 万 3,000 円、不用額１億 426 万 2,090 円で、執行率 93.8 パー

セントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、２億 1,747 万 672円（11.3 パーセント）の

減となっています。 

 

衛生費の項及び目別決算状況は、次のとおりです。 

  

第１項 保健衛生費 

（第１目 斎場費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 132,582,000 120,206,000 12,376,000 10.3 

支 出 済 額 131,575,994 120,086,533 11,489,461 9.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 1,006,006 119,467 886,539 742.1 

執 行 率 99.2 99.9 △0.7  

 予算現額１億 3,258 万 2,000 円に対し、支出済額１億 3,157 万 5,994 円、不

用額 100 万 6,006 円で、執行率 99.2 パーセントとなっています。 



 - 18 - 

 支出済額を前年度と比較すると、1,148 万 9,461 円（9.6 パーセント）の増

となっています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  斎場業務運営費           １２０，１１０，１６３円 

  施設維持管理費            １１，２８８，８０７円 

  斎場事務費                 １７７，０２４円 

 

 不用額の主なものは、節別では需用費のうち消耗品費が６万 4,029 円、燃料

費が 55 万 563 円、修繕料が 33 万 8,800 円となっており、事業別では斎場業務

運営費 54 万 9,837 円となっています。 

 

第２項 清掃費 

（第１目 清掃総務費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 161,302,000 231,145,000 △69,843,000 △ 30.2 

支 出 済 額 154,848,394 228,706,889 △73,858,495 △32.3 

翌 年 度 繰 越 額 3,960,000 0 3,960,000 皆増 

不 用 額 2,493,606 2,438,111 55,495 2.3 

執 行 率 96.0 98.9 △2.9  

 予算現額１億 6,130 万 2,000 円に対し、支出済額１億 5,484 万 8,394 円、翌

年度繰越額 396 万円、不用額 249 万 3,606 円で、執行率 96.0 パーセントとな

っています。 

 支出済額を前年度と比較すると、7,385 万 8,495 円（32.3 パーセント）の減

となっています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  工場職員給与費 （１２人）          ９７，０４８，３８９円 

  施設課職員給与費（７人）        ５５，５２９，５２４円 

車両維持管理費              １，４６５，４７４円 

清掃事務管理費                ８０５，００７円 
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不用額の主なものは、節別では給料 22 万 3,955 円、職員手当等 66 万 2,684

円などとなっており、この主な要因は、職員の休職に伴い職員給与費に執行残

が発生したことなどによるものです。 

また、車両維持管理費のうち備品購入費については、伊勢原清掃工場のフォ

ークリフトの納期が令和６年度まで延期したため、396 万円の繰越明許費を設

定しました。 

 

（第２目 工場費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 688,319,800 694,067,000 △5,747,200 △0.8 

支 出 済 額 601,167,284 652,141,163 △50,973,879 △7.8 

翌 年 度 繰 越 額 4,243,000 8,814,800 △4,571,800 △51.9 

不 用 額 82,909,516 33,111,037 49,798,479 150.4 

執 行 率 87.3 94.0 △6.7  

予算現額６億 8,831 万 9,800 円に対し、支出済額６億 116 万 7,284 円、翌年

度繰越額 424 万 3,000 円、不用額 8,290 万 9,516 円で、執行率 87.3 パーセン

トとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、5,097 万 3,879 円（7.8 パーセント）の減

となっています。この主な要因は、共通施設補修費の給水設備更新工事や排水

処理設備更新工事等により 4,130 万 3,713 円増額になった一方、９０ｔ炉施設

補修費の修繕料が令和５年度末の稼働停止を踏まえ、修繕内容を精査し、必要

な修繕項目に限定したため 9,127 万 9,192 円と大幅に減額となったことによる

ものです。 

 

 支出済額の主な内訳は、次のとおりです。 

施設維持管理費            １３８，４６０，０８７円 

粗大ごみ処理業務委託費        １０９，５７８，６４５円 

９０ｔ炉施設補修費           ７４，０１２，２６８円 

粗大ごみ処理施設整備事業費       ６１，４２２，４９０円 

  一般廃棄物最終処分場施設維持管理費   ５８，８１８，５３６円 
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  不燃物残渣運搬処分委託費        ４８，８２５，８９２円 

  共通施設補修費             ４２，１７０，０４０円 

 

 不用額の主なものは、節別では需用費のうち光熱水費 4,000 万 6,831 円及び

消耗品費 1,672 万 4,115 円、委託料 1,482 万 6,856 円となっており、事業別で

は施設維持管理費 5,743 万 7,068 円、一般廃棄物最終処分場施設維持管理費

1,292 万 3,764 円、共通施設補修費 687 万 9,310 円となっています。この主な

要因は、伊勢原清掃工場の高圧電気使用料について、全国的な燃料費高騰によ

る電気使用料の上昇を踏まえて予算計上したものの、令和５年度の国の激変緩

和対策等によって見込みより低額となったため、不用額が生じたものです。 

 

（第３目 クリーンセンター費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 832,066,000 950,779,000 △118,713,000 △12.5 

支 出 済 額 814,213,038 918,340,797 △104,127,759 △11.3 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 17,852,962 32,438,203 △14,585,241 △45.0 

執 行 率 97.9 96.6 1.3  

予算現額８億 3,206 万 6,000 円に対し、支出済額８億 1,421 万 3,038 円、不

用額 1,785 万 2,962 円で、執行率 97.9 パーセントとなっています。 

支出済額を前年度と比較すると１億 412万 7,759円（11.3パーセント）の減

となっています。この主な要因は、ボイラーの法令に基づく定期安全管理審査

を実施した令和４年度に比べ、はだのクリーンセンターにおける機器設備の点

検項目等が少なくなったことで、同施設の長期包括運営業務委託費の固定費が

低く抑えられたことなどによるものです。 

 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 はだのクリーンセンター業務運営費    ６３２，６０２，８９１円 

 はだのクリーンセンター焼却灰処分委託費 １７０，１０３，９５１円 

 はだのクリーンセンター施設維持管理費   １０，２９９，３６４円 
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 はだのクリーンセンター事務費        １，２０６，８３２円 

 

不用額の主なものは、節別では委託料 1,586 万 2,223 円となっており、事業

別では、はだのクリーンセンター焼却灰処分委託費 1,122 万 8,349 円、はだの

クリーンセンター業務運営費 534 万 2,109 円、はだのクリーンセンター施設維

持管理費 114 万 1,636 円となっています。この主な要因は、可燃ごみ搬入量の

減等により、焼却灰の圏外処理経費や、はだのクリーンセンター長期包括運営

業務委託の変動費が低く抑えられたことなどによるものです。 
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第４款 公債費 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 691,846,000 691,858,000 △12,000 0.0 

支 出 済 額 691,844,635 691,857,723 △13,088 0.0 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 1,365 277 1,088 392.8 

執 行 率 100.0 100.0 0.0  

 公債費の決算額が、歳出総額に占める割合は 23.5 パーセントで、前年度

（23.0 パーセント）を 0.5 ポイント上回っています。 

 予算現額６億 9,184 万 6,000 円に対し、支出済額６億 9,184 万 4,635 円、不

用額 1,365 円で、執行率 100.0 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、1 万 3,088 円（0.0 パーセント）の減とな

っています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  組合債償還元金            ６７２，８３８，５１１円 

  組合債償還利子             １９，００６，１２４円 

 

 

第５款 予備費 

（単位：円・％）  

区   分 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

予 算 額 3,000,000 3,000,000 0 ― 

充 用 額 0 0 0 ― 

残 額 （ 予 算 現 額 ） 3,000,000 3,000,000 0 ― 

充 当 率 0.0 0.0 0.0  

 予算現額 300 万円で、当年度の充用額はありません。 

 

 



 - 23 - 

６ 実質収支に関する調書 

  実質収支に関する調書について、組合会計決算書等と照合したところ、計

数は正確であるものと認めます。 

 

７ 財産に関する調書 

  財産に関する調書は、土地、建物、物品及び基金について、審査した結果、

計数はいずれも正確であるものと認めます。 

 (1) 公有財産 

  ア 土地 

    当年度中の増減はありません。 

  イ 建物 

    当年度中の増減はありません。 

 (2) 物品 

当年度中の増減はありません。 

 (3) 基金 

  ア 秦野市伊勢原市環境衛生組合施設整備基金 

    当年度末現在高は 3,477 万 9,992 円で、前年度と比較すると 771 万

820 円の増となっています。 

    これは、秦野斎場の修繕に係る財源として 1,000 万円を取り崩し、組

合会計に繰り入れた一方、新規分として 1,771 万 157 円、基金の預金利

子収入分として 663 円を積み立てたことによるものです。 

  イ 秦野市伊勢原市環境衛生組合減債基金 

    当年度末現在高は２億 498 万 417 円で、前年度と比較すると 8,347 万

8,422 円の増となっています。 

    これは、組合債償還の財源として３億 1,700 万円を取り崩し、組合会

計に繰り入れた一方、新規分として４億 47 万 4,486 円、基金の預金利

子収入分として 3,936 円を積み立てたことによるものです。 

  ウ 秦野市伊勢原市環境衛生組合職員退職給与準備基金 

    当年度末現在高は 1,902 万 8,690 円で、前年度と比較すると 1,645 万

3,204 円の増となっています。 

    これは、新規分として 1,645 万 3,000 円、基金の預金利子収入分とし

て 204 円を積み立てたことによるものです。 
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８ 審査の所見 

令和５年度秦野市伊勢原市環境衛生組合会計決算の審査を終了するに当

たり、総括的な意見を述べます。 

 

 (1)  決算の概況について 

令和５年度決算額について、歳入総額では前年度を 2,659 万 6,873 円

（0.9 パーセント）下回る 30 億 7,940 万 1,556 円、歳出総額では前年度を

7,210 万 5,993 円（2.4 パーセント）下回る 29 億 4,032 万 7,893 円となっ

ています。 

実質収支額は前年度を4,612万920円（54.4パーセント）上回る１億

3,087万663円となり、不用額は3,720万6,593円（50.7パーセント）上回る

１億1,066万1,907円となっています。不用額の主な理由は、燃料費高騰を

受けた国の緩和対策等による電気料金単価の減額により、伊勢原清掃工場

における高圧電気料金が予算編成時の見込みを大きく下回ったことなどに

よるものです。 

執行率は 96.1 パーセント（翌年度繰越額を除くと 96.4 パーセント）と

なり、各事業は、ほぼ予算どおり適切に執行されているものと認めます。 

 

(2)  本組合の事業について 

  ア ごみ処理の状況について 

両市からはだのクリーンセンター及び伊勢原清掃工場９０トン焼却施

設に搬入された可燃ごみは５万 4,045.47 トン、伊勢原清掃工場粗大ご

み処理施設に搬入された不燃・粗大ごみは 2,810.95 トンとなりました。

前年度と比較すると、可燃ごみの総量は 1,864.26 トン（3.3 パーセン

ト）、不燃・粗大ごみの総量は 98.39 トン（3.4 パーセント）減少しま

した。 

焼却灰は、両焼却処理施設合わせて 5,610.10 トンとなり、そのうち

3,154.68 トンが圏外民間施設で道路の路盤材や河川の護岸材などに使

用する人工砂、溶融スラグ及びセメント原料として資源化処理され、残

りの 2,455.42 トンが栗原一般廃棄物最終処分場及び圏外民間施設で埋

立処分されました。 

不燃・粗大ごみの処理状況については、鉄類、非鉄類等 851.13 トン

が有価物として売却され、廃乾電池、廃蛍光管等 82.92 トンが圏外民間

施設で鉄製品やガラス製品に資源化されました。不燃物残渣は、合計
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1,059.87 トンのうち 296.00 トンが圏外民間施設で燃料ガスなどに資源

化され、残り 763.87 トンが圏外民間施設で埋立処分されました。 

  イ 可燃ごみ焼却処理の１施設体制化について 

    両市及び本組合では、可燃ごみ焼却処理の１施設体制化を図るため、

焼却対象量（最終的に焼却処理をする総量）をはだのクリーンセンター

１施設で安定的に処理することが可能な量まで削減することが長年の課

題となっていました。これまでの両市の資源化施策と市民の協力によっ

て分別が進み、従来は焼却処理されていたごみが資源物として収集され

るようになったことなどから、はだのクリーンセンターの年間処理可能

量を下回る水準まで削減されたため、令和６年３月に９０トン焼却施設

を稼働停止し、１施設体制化を実現することができました。 

    これまでの２施設体制では、想定外の故障などが発生した場合でも２

施設間でのバックアップ体制により対応できましたが、１施設体制では、

はだのクリーンセンターが稼働できなくなった場合、可燃ごみの圏外搬

出先を確保する必要があります。こうした課題を念頭に、近隣自治体と

相互援助協定を締結しているものの、この協定団体における受入れが困

難になった場合も想定し、関東近郊の圏外民間施設を対象に、緊急時の

搬出先に係る調査、協議を適切に進めました。 

    また、焼却対象量削減の実施に向け、可燃性粗大ごみ等を圏外民間施

設にテスト搬出するなど、１施設体制化後を見据えた万全な体制を築く

ため、精力的に取り組みました。 

    当初予定していた令和７年度末よりも２か年早く１施設体制化を実現

できたことから、９０トン焼却施設に係る維持管理経費等の削減により

もたらされる効果額は約６億 9,000 万円と見込まれています。こうした

財政的な効果も含め、１施設体制化を実現するために本組合と両市がこ

れまで尽力してきた取組を高く評価します。 

    今後も、両市と連携してさらなるごみの減量・資源化を推進するとと

もに、大規模災害の発生等によって、はだのクリーンセンターが稼働停

止せざるを得ない状況になることなども想定し、有事に備えた安定的な

ごみ処理体制を構築するよう努めてください。 

ウ はだのクリーンセンターについて 

    施設運営については、平成 28 年度から令和９年度までの 12 年間にわ

たる長期包括運営業務委託契約を締結し、管理運営業務全般を民間事業

者に委託しています。引き続き、業務モニタリングを通じて受託事業者
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に対する要求水準の達成状況を総合的に検証しつつ、長期契約の利点を

最大限に生かし、計画的かつ効率的な管理運営を継続してください。 

    焼却処理に伴い発生した焼却灰については、圏外民間施設で資源化処

理又は埋立処分をしていますが、栗原一般廃棄物最終処分場の埋立終了

に伴い、令和６年度以降は、はだのクリーンセンターで発生する焼却灰

の全量を圏外民間施設へ搬出する必要があります。今後も処理施設が所

在する自治体や民間施設と事前調整を重ねつつ、安定的に焼却灰を搬出

できるよう努めてください。 

    環境保全対策については、例年と同様、煙突からの排ガス等による周

辺環境への影響を調査するため、年２回、ダイオキシン類等の測定が行

われました。いずれの調査においても、法令等の基準値より厳しい自主

規制値を下回る良好な結果が得られており、安全・安心な施設運営を継

続しています。今後も、両市民に対し、迅速かつ正確に情報提供するよ

う努めてください。 

可燃ごみの焼却処理に伴い生じる余熱を活用した発電については、焼

却炉の稼働や施設内の照明等に自家消費するほか、余剰分は電力会社へ

売電されています。令和５年度は、2,541 万 9,490 キロワットアワーの

電力を発電し、余剰電力を売払うことで得られた約４億円の売電収入の

全額を組合債の償還財源として減債基金に積立てました。非バイオマス

の売払い単価は、毎年度一般競争入札により決定しますが、入札の結果、

令和５年度の単価が前年度の約２倍になったことから、前年度比で約１

億 1,800 万円増額しています。 

余熱は、近接する秦野市の温浴施設へ熱源供給する活用もされていま

すが、このようなサーマルリサイクルの取組は、温室効果ガスの削減と

いった地球温暖化対策への寄与と、エネルギーを有効活用する面から持

続可能な社会の実現に向けた重要な取組の１つであるとも言えます。今

後も引き続き効率的な燃焼管理を行うとともに、最大限の発電と売電収

入の安定確保、余熱の有効活用に努めてください。 

環境学習につながる取組としては、令和６年１月に「クリセンわくわ

く探検ツアー」を開催し、106 名に参加いただきました。併せて、平日

の勤務時間中に実施している施設見学でも、前年度の参加者数 852 名に

対し 1,271 名が参加されており、参加者数は新型感染症拡大前の水準ま

で回復しています。今後も、両市民のごみに関する知識や意識を醸成す

るため、幅広い年齢層の方々へ、ごみの減量・分別等の重要性について
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積極的な学習機会の創出と情報発信に努めてください。 

 エ 伊勢原清掃工場について 

    伊勢原清掃工場では、両市において可燃ごみの減量・資源化が進展し

たことから、令和６年３月に９０トン焼却施設の稼働を停止しました。

これに伴い、地元自治会の御理解と御協力により長きにわたって継続し

てきた焼却処理を終えたことになります。 

    同施設の稼働停止後を見据え、令和３年度から３か年継続事業で新た

な排水処理方法等を検討した結果、地元自治会から了承を得た上で、管

理事務所等の生活排水を河川放流するため、新たに合併処理浄化槽を設

置しました。加えて、焼却炉の冷却水に使用されていた県営水道の受水

槽について、衛生管理上、適正な規模に小型化するなど、今後も伊勢原

清掃工場を適正に運営していくために必要な対応が図られています。既

に稼働停止している１８０トン焼却施設と合わせて将来的に解体される

までの間、適切な維持管理を行ってください。 

    なお、９０トン焼却施設が稼働していた間における周辺環境への影響

については、例年と同様、ダイオキシン類等の環境測定を実施し、全て

の測定項目で法令等の基準を満たす良好な結果が確認されています。 

粗大ごみ処理施設については、50 年以上に及ぶ長期稼働に伴い、建

屋や機器設備など施設全体の老朽化が著しいため、予防保全の観点から

修繕を重ねることで、施設全体の性能維持が図られています。 

一方で、同施設の屋内作業場においては、騒音レベルが高い箇所が存

在するなどし、作業環境上の課題も抱えています。これら諸課題を抜本

的に解決するためには、再整備事業を具体化する必要があると考えられ

ることから、両市と協力し、早期の具体化に向けた検討を進めてくださ

い。 

リチウムイオン電池の急速な普及に伴い全国のごみ処理施設などで発

火事故が発生している状況を踏まえ、令和５年度から２か年継続事業で、

既設の火災報知器と連動した消火設備の設置工事に着手しました。同施

設でも発火が確認された事例があったことから、引き続き、防火体制の

強化を図りつつ、事故や故障の未然防止に向けた適切な維持管理を行っ

てください。 

また、従来から不燃・粗大ごみの処理工程で回収する資源として再利

用可能な鉄類や非鉄類等の有価物を売却し、有効活用されていますが、

今後も、適切な選別作業を通して自主財源の安定確保に努めてください。 
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オ 栗原一般廃棄物最終処分場について 

    栗原一般廃棄物最終処分場では、地元自治会の深い御理解のもと、平

成５年５月から約 31 年間にわたり、本組合における可燃ごみの焼却処

理に伴い発生した焼却灰の埋立処分を行ってきましたが、地元自治会か

ら合意を得た上で定めた期限である令和６年３月をもってその役割を終

えました。 

    同処分場の埋立地に浸透した雨水などの浸出水については、敷地内の

浸出水処理施設で炭酸ソーダ等の薬剤を用い、適正に処理した上で下水

道に放流しているほか、月に１回、水質分析調査を実施しています。埋

立てが終了した後も、浸出水が河川放流の基準を満たす水質に安定する

までは、適正な処理を継続する必要がありますので、今後も周辺環境の

保全を図る観点から徹底した水質管理を行うとともに、処理施設の現況

を踏まえた点検・修繕整備を行ってください。 

    また、同処分場の用地所有者である伊勢原市が検討されている将来的

な跡地利用については、地元自治会や関係機関との丁寧な協議・調整が

欠かせないことから、本組合も連携して取組を進めてください。 

 カ 秦野斎場について 

令和３年４月から指定管理者制度を導入し、令和８年３月までの５年

間を指定管理期間として、火葬炉の運転業務や炉前業務等の管理運営全

般を火葬炉設備メーカー及び葬祭事業者で構成された指定管理者に委託

しています。令和５年度は、過去最多となる、火葬 3,525 件、遺体安置

室 109 件の使用があり、稼働率は年間平均で 70 パーセントを超えまし

たが、特に１月から２月の冬期における稼働率は約 90 パーセントとな

っており、火葬能力に対してひっ迫した状況となっています。 

このような状況を踏まえ、両市民が可能な限り希望する日程で利用で

きるよう、冬期において両市民の優先予約枠を拡大する対応をしていま

す。 

また、高齢化の進行に伴う死亡者数の増加によって利用者が集中し、

火葬待ちが発生することを未然に防ぐため、火葬炉を１炉増設し、令和

８年度から、８炉体制に変更して運営する方針を決定しました。 

引き続き、火葬需要の高まりに対応できるよう、指定管理者とも緊密

に連携し、需要予測に基づく円滑で安定的な施設運営に努めてください。 

    火葬に伴い発生する有価金属を含んだ残骨灰については、遺族感情に

十分配慮した取扱いとすることを条件に、資源化事業者へ売渡しをして
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います。この火葬残骨灰売渡料は、全額を施設整備基金に積立て、火葬

炉増設工事のほか、修繕整備費に充てることにしています。この方針に

基づき、適切な施設整備に努めるとともに、同基金を活用し、両市の分

担金の負担軽減を図ってください。 

 

 (3)  本組合の運営等について 

  ア 危機管理体制について 

本組合が管理するごみ処理施設及び葬祭施設は、両市民の良好な生活

環境を維持するために重要な役割を担っていることから、どのような時

でも業務を停滞させることはできません。 

令和元年度から社会生活に大きな影響を及ぼした新型感染症に対して

は、令和５年５月８日の５類感染症移行までの間、施設の運営に影響が

出ないよう適切に対応していただきましたが、将来的に新たなパンデミ

ックの発生も予測されますので、これまでの知見を活用できるよう備え

てください。 

令和６年１月１日に能登半島地震が発生し、石川県において広範囲に

家屋倒壊などの甚大な被害がもたらされましたが、最近では南海トラフ

地震の発生も懸念されています。不測の事態がいつ起きても対応できる

ように、施設や設備、人員体制等を整えるほか、災害時における他団体

からの支援・連携に問題が生じないよう、関係の構築に努めてください。 

また、本組合施設には、組合所有の車両だけでなく、ごみ収集車や焼

却灰の搬出等を行う大型車両が頻繁に出入りします。施設管理者として、

職員だけでなく関係事業者に対しても、交通法規を遵守した安全運転と、

地元住民への配慮を徹底するよう指導してください。 

 イ 職員の健康管理について 

   職員の健康管理については、健康診断の実施や人間ドックの補助   

事業のほか、ストレスチェック診断業務委託など適切に実施しています。 

   職員は本組合の事業運営を行うに当たり欠かせない重要な資本であり、

職員の心身の健康を管理することは事業主としての責務ですので、上記

のような取組を継続して実施するほか、時間外勤務の管理や各種ハラス

メント対策などを適切に実施し、健全な組織運営に努めてください。 

 ウ 基金について 

    現在、本組合が設置している３つの基金については、各基金の目的に

沿った積立てと取崩しが行われ、その運用については、定期預金への預
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入れによる利子収入を得るなど、適正に管理運用されています。 

    このうち、火葬残骨灰売渡料を原資に積立てている施設整備基金は、

秦野斎場における修繕整備費等の財源とする方針になっているため、火

葬需要の高まりにより見込まれる火葬炉の増設や設備更新等を見据え、

両市の財政負担を軽減する観点から、効果的に基金を活用してください。 

    クリーンセンター売電収入を原資として積立てている減債基金につい

ては、過去の施設整備事業に当たって借入れた組合債の償還財源に充て

られており、令和６年度以降、順に償還期限を迎えますが、将来的な起

債額の試算と基金の活用による長期的な視点に立った財政負担の軽減及

び平準化を図ってください。 

 エ 契約事務について 

令和５年度の契約案件については、条件付き一般競争入札が 31 件、

一者特命随意契約が 51 件となっています。 

事業者選定に当たっては、引き続き、公平で競争原理が働く一般競争

入札や複数の事業者が参加する随意契約により、適正な契約事務の遂行

に努めてください。 

また、現在は競争入札に適さず一者特命随意契約としている案件につ

いても、毎年度内容を精査し、可能な限り多くの事業者に契約の機会を

提供できるよう努めてください。 

近年は、事務処理においてデジタル化が急速に普及していますが、本

組合でも一部電子契約を開始し、事務の効率化に努めたことについて評

価します。今後もさらなるデジタル化を推進してください。 

  オ 財政について 

    我が国の税収は、企業業績の復調などにより過去最高を更新しており、

両市においても市税は増加傾向にあります。新型感染症の５類への移行

後、人の流れが回復し、観光地などではにぎわいが戻るなど、経済が回

復基調にありますが、一方で、物価高や円安などが行政運営や家計に大

きな影響を及ぼしています。 

    令和５年度の本組合会計予算執行状況を振り返ると、歳入面において

は、繰入金、繰越金、諸収入のクリーンセンター売電収入及び火葬残骨

灰売渡料などの主要な自主財源と県支出金が増額し、収入率は 100.7％

で前年度から 0.3 ポイントの増となりました。 

    歳出面においては、伊勢原清掃工場等における国の激変緩和措置によ

る電気料金の減額や、栗原一般廃棄物最終処分場における浸出水処理方
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法の工夫改善による薬剤使用量の削減などが影響し、執行率は 96.1％

と、前年度と比較して 1.2 ポイントの減となりました。 

    以上により、歳入が歳出を大幅に上回ったことから、実質収支額は前

年度から 54.4％増の１億 3,087 万 663円となりましたが、今後も両市の

厳しい財政状況を念頭に、適正な予算の積算及び執行に努めてください。 

    「（2）本組合の事業について」でも触れましたが、当初の予定から

２か年早く、可燃ごみ焼却処理の１施設体制化を実現したことにより、

多大な財政効果が見込まれることは、本組合と両市の協力による合理的

な施策の実現、計画的な事業実施の成果として評価します。 

    その一方で、今後、本組合では、栗原一般廃棄物最終処分場の埋立終

了に伴う焼却灰圏外搬出費用の増額のほか、不燃・粗大ごみ処理施設の

再整備や各施設の修繕整備費等、多額の経費を要することが見込まれま

す。 

    今後も組合財政の健全性を維持するため、常に問題意識を持ち、あら

ゆる面で工夫改善を進めてください。 

歳入では、本組合のごみ処理施設へ可燃ごみまたは不燃ごみを直接搬

入した事業者及び市民から徴収しているごみ処理手数料について、処理

経費に見合った金額とすべく、令和７年度からの引き上げを決定しまし

たが、引き続き適正な受益者負担の在り方や他団体の状況を注視してく

ださい。また、秦野斎場の使用料についても、高齢化の進行によりさら

なる火葬需要が見込まれるため、今後の改定の必要性について検討して

ください。 

さらに、事業全般にわたる費用対効果の精査や、事務のさらなる合理

化・デジタル化を進めることで、今後の諸課題に対応できる財政基盤と

組織体制を構築するとともに、両市の財政負担軽減に寄与するよう強く

要望いたします。 
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第１表　令和５年度における両市の分担金

 分担率と分担金

単位 秦 _ 野 _ 市 伊 勢 原 市 合 ＿ ＿ 計

人 159,646 99,910 259,556 

％ 30.7537 19.2463 50.0000 

件 1,935 1,059 2,994 

％ 32.3146 17.6854 50.0000 

％ 63.0683 36.9317 100.0000 

円 114,032,000 66,775,000 180,807,000 

経 常 分 円 114,032,000 66,775,000 180,807,000 

建 設 分 円 － － －

人 159,646 99,910 259,556 

％ 30.7537 19.2463 50.0000 

ｔ 35,249.67 23,738.08 58,987.75 

％ 29.8788 20.1212 50.0000 

％ 60.6325 39.3675 100.0000 

円 979,763,000 635,946,000 1,615,709,000 

経 常 分 円 960,657,000 623,541,000 1,584,198,000 

建 設 分 円 19,106,000 12,405,000 31,511,000 

％ 50.0000 50.0000 100.0000 

円 510,000 510,000 1,020,000 

経 常 分 円 510,000 510,000 1,020,000 

建 設 分 円 － － －

円 1,094,305,000 703,231,000 1,797,536,000 

経 常 分 円 1,075,199,000 690,826,000 1,766,025,000 

建 設 分 円 19,106,000 12,405,000 31,511,000 

＊　分担金Ｂ欄の金額は、年度内に前年度からの繰越金等を踏まえて減額調整を実施した

　ため、分担率に基づいて算出した金額とは異なります。

＊　人口は、令和4年12月31日現在の住民基本台帳人口、事業量は、令和4年1月1日から

　令和4年12月31日までの実績量です。

＊　事業別分担金の算出方法は、各事業経費から分担金以外の歳入を控除し、議会費等事

　業別に区分できない経費は、斎場経費及びじん芥処理経費割合で按分して算出します。

＊　斎場経費及びじん芥処理経費の分担率は、組合規約第12条の規定、展開検査業務費の分

　担率は､『事業系一般廃棄物展開検査業務に関する協定書』第3条の規定によるものです。

展開検査
業 務 費

分 担 率

分 担 金 Ｃ

内
訳

分_担_金

Ａ+Ｂ+Ｃ

内
訳

じ ん 芥
処理経費

人 口

（ 5 割 ）

事 業 量

（ 5 割 ）

分 担 率

分 担 金 Ｂ

内
訳

区 分

斎場経費

人 口

（ 5 割 ）

事 業 量

（ 5 割 ）

分 担 率

分 担 金 Ａ

内
訳
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第２表　最近５か年の収支状況

（単位：円）

令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度

△ 13,269,832

△ 13,269,832

78,828,406

92,098,238

84,653,406

5,825,000

2,850,531,378

2,765,877,972

△ 37,869,159

△ 37,869,159

92,098,238

129,967,397

92,098,238

0

2,937,264,602

2,845,166,364

実 質 単 年 度

収 支 額

Ｇ－Ｈ＝Ｉ

積 立 金
積立金取崩し額

Ｈ

収 支 額

Ｅ－Ｆ＝Ｇ

繰 上 償 還 金

収 支 額

Ｆ

単 年 度

実 質 収 支 額

Ｃ－Ｄ＝Ｅ

前 年 度 実 質

すべき財源 Ｄ

(未収入特定財源を除く)

差 引 額

Ａ－Ｂ＝Ｃ

翌年度へ繰り越

年 度

歳 入 総 額

歳 入 歳 出

Ａ

歳 出 総 額

Ｂ

2,896,687,147

2,766,719,750

129,967,397

0

129,967,397

102,440,286

27,527,111

27,527,111

3,105,998,429

3,012,433,886

93,564,543

8,814,800

84,749,743

78,828,406

5,921,337

5,921,337

3,079,401,556

2,940,327,893

139,073,663

8,203,000

130,870,663

84,749,743

46,120,920

46,120,920
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第３表　款別歳入決算状況

（単位：円）

33,519,000 33,707,000 33,707,000 188,000

105.4   

20,208,756

24,623,770

100.0   

40,435,743 176.1   

100.7   

△ 10,197 32.0   

0

△ 4,593,560 98.7   

100.6   

%

△ 40,435,000 97.8   

の比較＿＿ 済額の割合

不 ＿ 納
欠 損 額

収＿入
未済額

予算現額と 予算現額に

収入済額と 対する収入収 入 済 額予 算 現 額

1,837,971,000 1,797,536,000 1,797,536,000

調 定 額

352,175,000 347,581,440 347,581,440

15,000 4,803 4,803

327,000,000 327,000,000 327,000,000

3,059,192,800 3,079,401,556 3,079,401,556

款

１ _

分担金及び
負 担 金

４

使用料及び
手 数 料

２ _

３

県 支 出 金

合 計

繰 入 金

７

財 産 収 入

６

諸 収 入

５

繰 越 金 53,128,800 93,564,543 93,564,543

455,384,000 480,007,770 480,007,770
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第４表　款別歳出決算状況

（単位：円）

４ _

公 債 費

翌 年 度
繰 越 額

支 出 済 額予 算 現 額

５ _

予 備 費

２ _

総 務 費

合 計

３ _

衛 生 費

議 会 費

１ _

款

3,059,192,800 2,940,327,893 8,203,000

0.0   3,000,000 0 0 3,000,000

1,365 100.0   691,846,000 691,844,635 0

1,814,269,800 1,701,804,710 8,203,000

99.5   546,726,000 543,797,589 0 2,928,411

3,351,000 2,880,959 0

不 用 額 執 行 率

%

470,041 86.0   

93.8   104,262,090

96.1   110,661,907
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第５表　最近５か年の歳入決算状況

（単位：円）

　

100.4   

11,294,429

3,105,998,429

令和4年度

3,094,704,000

3,105,998,429

101.0   

28,781,378

2,850,531,378

令和3年度

2,821,750,000

2,850,531,378

100.7   

19,585,602

2,937,264,602

令和2年度

2,917,679,000

2,937,264,602

予算現額に対

年 度

の割合＿_(%)

する収入済額

収 入 済 額

の 比 較 ＿ ＿

予 算 現 額 と

収 入 未 済 額

調 定 額

収 入 済 額 と

予 算 現 額

不 納 欠 損 額

令和元年度

2,859,295,000

2,896,687,147

2,896,687,147

101.3   

37,392,147

令和5年度

3,059,192,800

3,079,401,556

3,079,401,556

100.7   

20,208,756
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第６表　最近５か年の歳出決算状況

（単位：円）

　

73,455,314

97.3   

令和4年度

3,094,704,000

3,012,433,886

8,814,800

98.0   

5,825,000

50,047,028

令和3年度

2,821,750,000

2,765,877,972

97.5   

0

72,512,636

令和2年度

2,917,679,000

2,845,166,364

予 算 現 額

不 用 額

執行率＿_(%)

支 出 済 額

翌年度繰越額

年 度 令和元年度

2,859,295,000

2,766,719,750

96.8   

0

92,575,250110,661,907

96.1   

令和5年度

3,059,192,800

2,940,327,893

8,203,000
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